




様式 13 

※本様式は「札幌市水道局物品・役務契約等事務様式基準（平成 29 年 4 月 17 日 総務課長

決裁）」に定められる。 

契約担当  予算執行課 

部 長 課 長 係 長 係  部 長 課 長 係 長 係 

         

 

 業者特定理由書 
 下記の理由により見積事業者を特定する。 

 

記 

 

１ 件  名 月寒西地区漏水事故原因調査業務 

２ 事業者名 一般社団法人 日本ダクタイル鉄管協会 

３ 特定理由 

本業務は、令和4年12月9日に月寒西地区で発生した鋳鉄管φ150㎜の漏水事故について、

管体に亀裂が発生した原因を究明するための調査を行うことを目的とする。 

本業務の円滑な履行のためには、受託者は以下の業務遂行能力を備えていることが必要で

ある。 

(1)水道工事材料及び施工に関する高い専門知識を有しており、材料の異常の有無等につ

いて正確な判断が出来ること。 

(2)材料品質や施工管理に関し中立な立場による漏水原因の判断が出来ること。 

(3)本市においても調査業務を行った実績があり過去の調査業務との整合を図ることが

出来ること。 

(4)旧式から最新式まで幅広く水道工事材料の詳細な機能や扱い方法に精通しており、効

率的かつ迅速に調査を進めることができること。 

  上記団体は、ダクタイル鋳鉄管に関する規格を制定している団体であり、配管に関する資

格取得講習会を主催する等、水道工事材料及び施工に関する高い専門性を有しており、中立

的な立場で調査を行うことができる。調査実績も豊富であり、本市における外面腐食に係る

関連調査業務の実績がある。昭和２２年の設立から現在までに蓄積した豊富な調査・研究・

規格化等による技術情報を有しており、効率的かつ迅速な調査の実施ができる。 

以上のことから、本業務を遂行できる能力を有するのは当該法人だけである。 

４ 根拠規定 

  地方公営企業法施行令第21条の14第１項第２号に該当すると判断されるため。 

 備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 






